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１ 本道農政に関するトピックス--- 1 

第１章 北海道農業・農村を取り巻く情勢 

１ 本道農政に関するトピックス 

 

（食料・農業・農村基本法が四半世紀ぶりに改正） 

 食料・農業・農村基本法（以下「基本法」という。）は、食料・農業・農村政策の基本理念

や、その下での基本的な施策の方向性を示すものであり、制定から四半世紀が経過する中、①

世界的な人口増加に伴う食料争奪の激化、気候変動による食料生産の不安定化に、②地球温暖

化や生物多様性といった環境等の持続可能性に配慮した取組への関心の高まり、③国内の人口

減少に先駆けて農村人口が急激に減少する中で、土地生産性及び労働生産性を高めることによ

る食料自給力の確保が求められるなど、我が国の食料・農業・農村は、基本法制定時には想定

し得ない情勢の変化や課題に直面しています。 

このような状況を踏まえ、従来の基本法に基づく政策全般の検証と評価、今後20年程度を見

据えた課題の整理が行われ、基本理念や基本的な施策の方向性を見直し再整理した「食料・農

業・農村基本法の一部を改正する法律」が、令和６年（2024年）６月５日に施行されました。 

 改正された基本法では、食料安全保障の確保、環境と調和のとれた食料システムの確立、多

面的機能の発揮、農業の持続的な発展、農村の振興の５つの基本理念が定められました。 

 

（改正基本法に基づく初の食料・農業・農村基本計画が決定） 

基本法の改正を受け、国は、令和６年（2024年）８月29日開催の第46回食料・農業・農村政

策審議会において、食料・農業・農村基本計画（以下「基本計画」という。）の変更を諮問し

ました。その後、本年３月までに10回開催された食料・農業・農村政策審議会企画部会におい

て審議が行われ、３月27日開催の第47回食料・農業・農村政策審議会において答申、４月11日

の閣議において決定されました。 

新たな基本計画は、計画期間を５年間とし、改正基本法の基本理念の実現を図る観点から、

①我が国の食料供給、②輸出の促進（輸出拡大等による「海外から稼ぐ力の強化」）、③国民一

人一人の食料安全保障・持続的な食料システム、④環境と調和のとれた食料システムの確立・

多面的機能の発揮、⑤農村の振興の５つの主要テーマが設定され、施策の方向性が示されたほ

か、初めて北海道が「主要穀物などの主産地」として明記されるとともに、平時からの食料安

全保障を実現する観点から、激動する国際情勢や人口減少等の国内状況の変化に対応し、また、

短期的な食料・農業・農村に係る課題の発生等があっても対応し得る構造にするため、初動５

年間で農業の構造転換を集中的に推し進めることとされています。 

また、基本計画の実効性を高めるため、国内外の情勢を含めた現状の把握とその分析による

課題の明確化、食料安全保障の確保に関する目標、課題解決のための具体的施策及びその施策

の有効性を示すＫＰＩの設定を行い、少なくとも年１回、その目標の達成状況の調査・公表、

ＫＰＩの検証によりＰＤＣＡサイクルによる施策の見直しを行うこととされました。 

  食料・農業・農村基本法の改正と新たな基本計画の策定 
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（端境期における米の品薄と令和６年産米の価格上昇） 

令和６年（2024年）の米の国内需給は、高温等の影響による令和５年（2023年）産米の精米

歩留まりの低下や、８月の端境期において、南海トラフ地震臨時情報等の影響でスーパーでの

米の購買量が前年の1.5倍まで増加したことなどにより、全国的に米が品薄の状況になりまし

た。 

こうした中、令和６年（2024年）産米の作柄は全国の作況指数が101の「平年並み」となり、

収穫量が679万トンで前年より18万トン増加した一方で、集荷の大部分を担う全農系や全集連

系の令和７年（2025年）１月末の集荷量が前年より23万トン減少するなど、米の供給が滞った

ことにより、集荷業者と卸売業者との取引価格である相対取引価格が、令和７年（2025年）１

月末で60kg当たり２万5,927円と大凶作であった平成５年（1993年）産を超え、過去最高にな

りました。 

 

図表1-1-1 米の相対取引価格の推移（月別） 

 

資料：農林水産省「米に関するマンスリーレポート」 

注：１）出荷業者と卸売業者等との間で決定された主食用の相対取引価格（運賃、包装代、消費税を含む１等米の価格） 

を加重平均したもの。 

２）令和５年（2023年）10月から令和６年（2024年）８月までは令和５年（2023年）産米、令和６年（2024）９月以

降は令和６年（2024）産米。 

    ３）平成５年（1993年）産は年平均価格 
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図表 1-1-2 政府備蓄米の買戻し条件付売渡しの概要 

（政府備蓄米の買い戻し付き条件付き売り渡し） 

国は、米の流通の目詰まりを解消し、円滑な流通を確保するため、政府備蓄米の運用を見直

し、一定期間後に買戻すことを条件として、集荷業者を対象に、政府備蓄米の入札による売渡

しを行うことを令和７年（2025年）２月に公表しました。 

入札は、３月に２回、４月に１回実施されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（お米の需給状況に係る情報を発信） 

こうした状況を踏まえ、令和６年（2024年）８月から、道の専用ホームページにおいて、

米の生産状況や販売動向等の情報をタイムリーに発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 売渡対象者 

年間の玄米仕入れ量が 5,000 トン以上で、卸売業者などへの販売計画・契約を有する集荷業者 

 ２ 売渡し対象米穀 

   令和６年産米及び令和５年産米及び令和４年産米 

３ 入札実施日及び売渡し提示数量 

１回目(3/10～12) 15 万トン 

２回目(3/26～28) ７万トン（６万トン＋落札残１万トン） 

３回目(4/23～25) 10 万トン 

図表 1-1-3 お米の需給状況に係る情報を発信する専用ホームページ 
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（農業を取り巻く情勢変化などを踏まえ、「北海道クリーン農業推進計画(第８期）」を策定） 

 道では平成３年度（1991年度）に、人と自然に優しい農業の確立を目指し、土づくりを基本

に化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめる、クリーン農業を全国に先駆けて提

唱し、これまで、30年以上にわたり、クリーン農業が北海道の標準的な取組になるよう栽培技

術の開発や普及、消費者へのＰＲ活動を進めてきました。 

一方、近年では、地球温暖化に伴う気候変動や国際情勢の変化による資材価格の高止まり、

農業者の高齢化や離農による経営面積の拡大など農業を取り巻く情勢は大きく変化しています。 

このような中、国では令和６年（2024年）６月に改定した、新たな「食料・農業・農村基本

法」において、食料安全保障の確保をはじめ、環境と調和のとれた食料システムの確立などを

基本理念として位置付け、農業における環境負荷低減を図る取組などを推進することを明確に

しました。 

道では、こうした農業を取り巻く社会情勢の変化や、国の政策の方向性を踏まえ、安定生産

と環境負荷の低減を両立させる北海道農業の実現に向けて、今後の施策の展開方向を示す「北

海道クリーン農業推進計画（第８期）」を令和７年（2025年）３月に策定しました。 

 

（農薬や化学肥料の使用量は半減し近年は下げ止まり傾向） 

クリーン農業は、地球温暖化や水質汚濁の防止、生物多様性保全への貢献のほか、肥料散布

や農薬散布などの作業を省力化する効果のほか、資材価格の高騰時に農業経営への影響を最小

限にとどめるなど、外的要因の影響を受けにくい足腰の強い経営体の実現に繋がります。 

このため、道では、クリーン農業が北海道農業のスタンダートな取組となるよう、継続して

生産と消費の両面による施策の推進に取り組んでおり、令和５年度（2023年度）の本道におけ

る主要化学肥料及び農薬の使用量では平成３年度（1991年度）に比べ約５割減少しています。 

しかし、近年では、これらの減少ペースが以前より緩慢となっているため新たなクリーン農

業技術を開発することや、スマート農業技術を活用したクリーン農業の省力化を進めることが

必要です。 

 

（ゼロカーボン北海道の実現に向けたクリーン農業の推進） 

本計画では、農産物の安定生産と環境負荷の低減を両立させるクリーン農業が北海道農業の

標準的な取組としてさらに拡大することを目指し、各般の施策を推進することとしています。 

具体的な施策の展開としては、「①安定生産と環境負荷低減の両立、②クリーン農業に対す

る理解醸成、③YES！clean表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進、④有機農業の生産拡

大、⑤クリーン農産物の販売拡大」を５本の柱として掲げています。 

クリーン農業は、堆肥等の施用により、有機物を介して大気中の二酸化炭素を土壌中にとど

める効果もあり、化学肥料の使用を必要最小限にとどめることは温室効果ガスである一酸化二

窒素の発生を抑え、地球温暖化の防止に貢献します。 

このことは、地球温暖化防止に向けた長期目標である「ゼロカーボン北海道」の実現に向け

た基本理念と共通するものであり、農業分野においても積極的に取り組むべきものです。 

  新たなクリーン農業推進計画の策定 
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図表 1-1-2 政府備蓄米の買戻し条件付売渡しの概要 
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道としては、今後も地域の実情に応じたクリーン農業の取組を積極的に進めていきます。 

 

 図表1-1-4（道内の単位面積当たりの農薬・主要肥料出荷量の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農水省｢耕地及び作付面積統計｣、日本アンモニア肥料協会｢都道府県別単肥及び複合肥料出荷実績｣、（財）日本植物

防疫協会｢農薬要覧｣ 

注：主要肥料は、硫安、尿素、過リン酸石灰、高度化成、普通化成、NK化成の合計、農薬は、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌

剤、除草剤、植物成長調整剤などの合計。単位面積は、作付延べ面積であり、飼肥料作物を除く。 

 

図表1-1-5（北海道クリーン農業推進計画（第８期）概要） 
 
 

  

729.4

526.3

392.8

58.1

42.7

30.5

0.0

20.0

40.0

60.0

300

500

700

900

H1 3 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 R1 2 3 4 5

肥料 農薬

主要肥料・kg/ha 農薬・kg/ha

↑

YES!clean

数値基準導入

↑

クリーン農業

スタート

(年度)

【主要肥料】

Ｈ３年比で46.1％減

【農薬】

Ｈ３年比で47.5％減

施策の展開方向と目標指標



１ 本道農政に関するトピックス--- 7 

（食品ロスの削減を道民運動として推進） 

 道では、道民運動として食品ロスの削減を推進するために、国が定めた食品ロスの削減の推

進に関する法律や基本的な方針等の内容を踏まえ、「北海道食品ロス削減推進計画」を令和３

年（2021年）３月に策定し、道内における食品ロス削減の取組を関係機関等と連携して進めて

きました。 

また、近年では、世界的な安定供給リスクの高まりに加え、原油や肥料といった農業生産資

材の価格高騰等、私たちの食料をめぐる情勢が大きく変化しており、本道における食料の安定

供給への期待を始め、食に対する意識や関心が高まっています。 

このような中、本来食べることができるにもかかわらず捨てられてしまう、いわゆる「食品

ロス」の削減を道民運動として推進し、様々な道民の方々が一体となって食品ロス削減への理

解と行動の後押しを積極的に行うため、道議会の全会派が共同して提案した、「北海道食品ロ

ス削減推進条例」を令和７年（2025年）３月18日に制定しました。 

 

（道の責務等を規定した条例） 

食品ロスの削減を総合的に推進することを

目的としたこの条例では、道の責務を定めた

ほか、「食品ロス削減推進計画」の策定を行

い、食品ロス発生削減に関する目標を定める

ことを明記しました。 

また、食品ロス削減に関する施策の基本事

項を示すとともに、食品関連事業者や消費者

等の役割を明らかにし、道民の方々に広く食

品ロスの削減の推進についての理解と関心を

深めてもらうため、道独自の取組として、毎

年10月24日から30日までを「食品ロス削減週

間」と定めました。 

 

今後、道としても本条例などを踏まえ、道

民等の食に関する理解を深めるとともに、食

育に対する理解促進や温室効果ガスの発生抑

制に基づくＳＤＧｓの達成、我が国の食料安

全保障の確保にもつながる重要な取組である

「食品ロスの削減」を推進していくこととし

ています。 

 

 

 

  食品ロス削減の推進に関する条例の制定 
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道としては、今後も地域の実情に応じたクリーン農業の取組を積極的に進めていきます。 
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図表1-1-6 食品ロス発生量（推計値）について 

 

資料：農林水産省の推計値等を参考に北海道で推計。 

 

 

図表1-1-7 てん菜糖製造業を除いた食品ロス発生量（参考値） 

 

資料：農林水産省の推計値等を参考に北海道で推計。 

注：道内の食品ロス発生量のうち事業系の発生量は、ビートパルプなどのてん菜糖製造の副産物が大きな割合を 

占めていることから、北海道の食品ロス削減の取組効果をより的確に把握するため、てん菜糖製造業副産物 

を除いた値を「参考値」として公表しています。 

 

 

 

目標 

目標 
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２ 我が国の社会経済情勢と農業・農村 

 

(1) 社会経済情勢 

（緩やかに持ち直す日本経済） 

 令和６年（2024年）は、元旦に発生した能登半島地震を始め南海トラフ地震臨時情報の発出

に繋がった日向灘地震や奥能登豪雨等、国内各地で自然災害に見舞われ、甚大な社会経済被害

が発生しました。 

国内経済については、こうした自然災害による被害に加え、長引く物価高騰や深刻化する人

手不足等による下押し圧力を受けつつも、高水準の賃上げや好調なインバウンド需要等による

下支えもあり、総じて緩やかな持ち直しの動きが続きました。 

 

（厳しい状況が続く北海道経済） 

 令和６年（2024年）の本道経済は、長引く物価高騰や深刻化する人手不足などに伴う様々な

課題に直面しながらも、堅調な設備投資や公共投資、旺盛なインバウンド需要等が追い風とな

り、一部に弱さがみられたものの、全体では持ち直しの動きが続きました。 

個人消費については、円安の長期化、人件費や物流コストの増加などにより、物価の上昇圧

力が高まる中、消費者物価指数は高止まりを続け、百貨店やドラッグストア等では販売額が前

年を上回りましたが、ホームセンター等では前年を下回るなど、業態によって回復にばらつき

がみられ、回復感に欠ける動きが続きました。また、新設住宅着工戸数は建築コストの高止ま

りなどを背景に住宅需要は冷え込み減少基調が続いています。 

一方、観光については、国際旅客便の回復などを背景に、来道者数は前年比＋5.1％と、着

実に改善が続いています。 

 

図表1-2-1 主要経済指標の動向（北海道） 

区   分 （単 位） H22年 27 R2 4 5 6 

百貨店販売額（百万円） 224,910 211,226 139,078 163,856 178,069 193,641 

スーパー販売額（百万円） 700,625 753,191 826,170 839,699 872,588 883,680 

コンビニエンスストア販売額（百万円） 440,506 541,974 565,689 596,703 636,332 641,263 

ドラッグストア販売額（百万円） - 223,651 286,971 289,141 308,834 326,976 

乗用車新車登録台数（台） 152,391 170,911 154,287 142,264 164,269 151,016 

新設住宅着工戸数（戸） 28,983 33,776 31,339 29,804 28,736 28,249 

公共工事請負金額（百万円） 819,440 761,175 976,516 920,664 1,005,559 1,093,313 

来道客数（千人） 11,442 12,658 5,976 10,137 13,339 14,021 

消費者物価指数（令和２年（2020年）=100） 92.8 97.2 100.0 103.2 106.9 110.2 

鉱工業生産指数（平成27年（2015年）=100） 106.0 100.0 100.0 102.4 98.4 96.5 

有効求人倍率（常用：倍） 0.39 0.94 1.00 1.08 1.02 0.95 

完全失業率（％） 5.1 3.4 3.0 3.2 2.8 2.6 

企業倒産件数（負債総額1,000万円以上：件） 440 279 175 198 269 280 

輸出額（円ベース：百万円） 340,801 493,807 229,540 429,482 355,660 435,956 

輸入額（円ベース：百万円） 1,151,208  1,235,568  877,492 1,843,009 1,850,302 1,669,212 

資料：経済産業省北海道経済産業局「主要経済指標」、総務省「消費者物価指数」、「労働力調査」、 

函館税関「北海道貿易概況」 
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(2) 農業・農村の動向 

（減少が続く農業経営体） 

 令和６年（2024年）２月の農業経営体は88万3,300経営体で、前年に比べ5.0％の減少となり

ました。このうち法人化せずに世帯で事業を行う個人経営体は84万2,300経営体と、農業経営

体の95.4％を占め、前年度に比べ5.2％の減少となりましたが、法人経営体や農作業の受託組

織等を含む団体経営体は４万1,700経営体で、前年に比べ0.7％の増加となりました。 

 また、個人経営体のうち主業経営体は17万7,100経営体で前年に比べ7.2％、準主業経営体は

10万1,600経営体で前年に比べ12.0％、副業的経営体は56万3,600経営体で前年に比べ3.2％と

いずれも減少となりました。 

 

図表1-2-2 農業経営体数の推移（全国） 

（単位：千経営体、％）  

区 分 農業経営体 個人経営体 
 

団体経営体 
 

主業経営体 準主業経営体 副業的経営体 法人経営体 

R5年 
929.4 888.7 190.8 115.7 582.1 40.7 33.0 

 構成比 95.6 20.5 12.4 62.6 4.4 3.6 

  6 
883.3 842.3 177.1 101.6 563.6 41.7 33.4 

 構成比 95.4 20.0 11.5 63.8 4.6 3.8 

増減率

(R6/R5) 

 

▲5.0 

 

▲5.2 

 

▲7.2 

 

    ▲12.0 

 

    ▲3.2 

 

       0.7 

 

      1.2 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在）、「農業経営統計調査」 

 

（全国で特性を活かした多様な農業を展開） 

 令和５年（2023年）の農業産出額を地域別にみると、北海道、東北、東海、中国、九州及び

沖縄は畜産物、北陸は米、関東・東山、近畿及び四国は野菜が、それぞれ最も多くなっており、

全国で地域の特性を活かした多様な農業が営まれています。 

 

図表1-2-3 農業産出額の地域別・主要部門別構成比（令和５年（2023年）） 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」 
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（増加に転じた農業所得） 

 令和５年（2023年）の１経営体当たりの経営収支をみると、個人経営体では、農業粗収益が

810万円で、前年に比べ39万9,000円（5.2％）、農業経営費が695万3,000円で、前年に比べ28

万3,000円（4.2％）、農業所得が114万7,000円で、前年に比べ11万6,000円（11.3％）といず

れも増加となりました。また、このうち主業経営体では、農業粗収益が2,184万8,000円で、前

年に比べ148万9,000円（7.3％）、農業経営費が1,780万6,000円で、前年に比べ107万6,000円

（6.4％）、農業所得が404万2,000円で、前年に比べ41万3,000円（11.4％）といずれも増加と

なっています。 

法人経営体では、農業粗収益が１億3,547万3,000円で、前年に比べ868万3,000円（6.8％）、

農業経営費が１億3,467万8,000円で、前年に比べ712万4,000円（5.6％）といずれも増加し、

農業所得も79万5,000円と、マイナスとなった前年に比べ155万9,000円（204.1％）の増加とな

りました。 
 

図表1-2-4 農業経営体の１経営体当たり農業経営収支の概要（全国） （単位：千円、アール、時間、％） 

区 分 

R4年 5 増減率（R5/R4） 

個 人 
経営体 

      
法 人 
経営体 

個 人 
経営体 

      
法 人 
経営体 

個 人 
経営体 

     
法 人 
経営体 

主 業 
経営体 

主 業 
経営体 

主 業 
経営体 

農 業 粗 収 益 7,701 20,359 126,790 8,100 21,848 135,473 5.2   7.3 6.8   

農 業 経 営 費 6,670 16,730 127,554 6,953 17,806 134,678 4.2   6.4   5.6   

農 業 所 得 1,031 3,629 ▲764 1,147 4,042 795 11.3 11.4 204.1 

農 業 所 得 率 13.4 17.8 0.6 14.2 18.5 0.6 － － － 

付 加 価 値 額 2,103 5,697 31,447 1,907 5,989 30,695 ▲9.3  5.1 ▲2.4 

付 加 価 値 率 22.7 26.8 22.5 23.5 27.4 22.7 － － － 

経 営 耕 地 面 積 322.3 684.2 2,233.6 327.4 705.9 2,277.8 1.6  3.2    2.0 

自営農業労働時間 2,246 5,957 12,656 2,614 5,068 12,728 16.3   ▲14.9 0.6 

資料：農林水産省「農業経営統計調査」 

 

（減少が続き高齢化が進行する農業従事者） 

 令和６年（2024年）の個人経営体の基幹的農業従事者数は111万4,000人で、前年に比べ４万

9,500人（4.3％）減少となりました。このうち65歳以上の階層は、79万8,900人で全体の

71.7％と、前年に比べ0.9ポイント上昇する一方、若年層（49歳以下）は、12万5,300人で全体

の11.3％と、前年に比べ0.2ポイント低下しており、農業従事者の減少と高齢化の進行に伴う

生産基盤の脆弱化や地域コミュニティの活力低下が懸念されています。 
 
図表1-2-5 年齢階層別基幹的農業従事者（全国） （単位：千人、％）                                  

区 分 総 数 
29歳 
以下 

30～39 40～49 50～59 60～64 65～69 70～74 
75歳 
以上 

49歳 
以下 

65歳 
以上 

R5年 
1,163.5 11.9 43.9 77.5 104.3 102.6 140.7 267.9 414.7 133.3 823.3 

(割合) 1.0   3.8 6.7 9.0 8.8 12.1 23.0 35.6 11.5 70.8 

6 
1,114.0 10.9 39.5 74.9 98.5 91.2 120.1 246.4 432.4 125.3 798.9 

(割合) 1.0   3.6 6.7 8.8 8.2 10.8 22.1 38.8 11.3 71.7 

増減率 
(R6/R5) 

 
▲4.3 

 
▲8.4 

 
▲10.0 

 
▲3.4 

 
▲5.6 

 
▲11.1 

 
▲14.6 

 
▲8.0 

 
4.3 

 
▲6.0 

 
▲3.0 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在） 
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資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在）、「農業経営統計調査」 
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